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職員宿舎については，本学では職員の福利厚⽣の観点から，⼤学法⼈等間における⼈事交流での異動，任期を定められた教員，新規採⽤職員等の円滑な住
⼾確保を⽬的として職員宿舎を保有し運⽤してきたが，宿舎施設の機能低下，職員のライフスタイルの変化により⼊居率が低下しており，⼤学経営上，職員宿
舎の必要性及び保有の有無について検討が必要な時期にきている。
近年，国が管理する公務員宿舎は，真に公務のために必要な宿舎に限定し，福利厚⽣（⽣活⽀援）⽬的のものは認めないものとし，宿舎費の値上げや貸与

対象者の絞り込み，併せて宿舎保有数の適正化を⾏い，維持管理費等の削減を⽬的として廃⽌・処分を実施しており，国⽴⼤学法⼈も同様に，第Ⅲ期中期⽬
標期間では保有資産の有効活⽤や不断の処分を含めた判断が求められており，本学についても効率的・効果的な固定資産保有が課題となっている。

本学職員の住宅事情について
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職員宿舎保有の基本⽅針

１．耐⽤年数を超え⽼朽化した稲⽥団地宿舎は，今後機能改善は⾏わず，廃⽌し計画的に取り壊す。
（廃⽌した稲⽥団地宿舎の代換えとして⼤空団地宿舎を使⽤する。）

２．⼤空団地宿舎は，当⾯利活⽤し保有するが⼊居率が改善されない場合，職員宿舎⼾数の適正化をおこなう。

３．将来的に⼤学で職員宿舎は保有しないこととし，経営戦略により真に必要とする場合は，⺠間からの借り上げにて
対応する。
（職員の福利厚⽣において社会的情勢等が変化した場合は宿舎保有について再検討をおこなう。）

職員宿舎の基本的考え⽅

本学の職員宿舎については，教職員の永続的な福利厚⽣を⽬的とせず，次の者及び⽬的に限定した貸与とする。

① 教員採⽤時における優秀な⼈材を確保するための福利厚⽣
② 新たな事務職員の⽣活⽀援
③ 若⼿研究者，異動官職の⽣活基盤の早期安定



職員宿舎総合計画（概要）
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職員宿舎総合計画

• 職員宿舎を取り巻く状況について

• 職員宿舎の現状について

• 本学職員の住宅事情について

• 職員宿舎⼊居者の現況について

• 職員宿舎の必要性及び⼤学保有の検討

• 職員宿舎保有に伴う財務負担シミュレーション

• 職員宿舎廃⽌に伴う財務負担シミュレーション

• 財政負担シミュレーション⽐較

• 職員宿舎 基本⽅針について

• 職員宿舎ロードマップ
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職員宿舎を取り巻く状況について

⼤学設置時 ⼤学周辺住宅不⾜ ⼤学職員福利厚⽣

職員宿舎設置

現在
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ライフスタイルの変化

↓
⼊居率約50％

⼤学職員福利厚⽣

職員宿舎⽼朽化

国家公務員宿舎
削減計画

国の施策

将来に向け宿舎必要の有無の検討が必要

不動産の有効活⽤・
不断の処分

第Ⅲ期中期⽬標

３

本学職員宿舎は，⼤学設置当時に⼤学周辺の住宅不⾜及び職員の
福利厚⽣として整備・設置されたが，近年では⼤学周辺には多様なタイ
プの賃貸住宅が存在しており，本学が職員の住宅確保しなければならな
い必要性がなくなりつつある。
また，国が管理する公務員宿舎は，平成23年度に削減計画が策定

され，真に公務のために必要な宿舎に限定し、福利厚⽣（⽣活⽀援）
⽬的のものは認めないものとし，貸与対象者の絞り込みや宿舎保有数
の適正化を⾏い，維持管理費等の削減のため処分等を実施しており，
⼤学法⼈も同様に，第Ⅲ期中期⽬標期間では保有資産の有効活⽤や
不断の処分を含めた判断が求められている中，本学についても効率的・
効果的な固定資産保有の検討が必要となっている。
現在，本学における職員宿舎の利⽤については，教職員の福利厚⽣，

⼤学法⼈等間における⼈事交流おける異動，新規採⽤職員，若⼿研
究者の採⽤時における円滑な住⼾確保を⽬的として職員宿舎を保有し
活⽤しているが，宿舎施設の機能低下や職員のライフスタイルの変化によ
り，⼊居率は低下しており，今後資産管理上においても不適切な状況
になる事が予想され，⼤学経営上，職員宿舎の必要性及び保有の有
無について検討が必要な時期にきている。



職員宿舎の現状について（稲⽥団地宿舎）

• 稲⽥団地宿舎について

稲⽥団地宿舎はS39年からS43年に建設され，築後4８年
以上経過し，耐⽤年数の38年を超え⽼朽化が著しく，建物性
能上（断熱性，⽼朽化等）の問題があり，⼊居率も現在
50%を⼤きく下回っている状況である。
今後，改修整備により機能を改善することは，投資の妥当性

がなく継続して使⽤していくことが困難な状況であるため，キャンパ

スマスタープラン2006では現在の職員宿舎は建て替える計画と
なっている。
⼀部の職員宿舎については都市計画道路⽤地にかかっているた

め，近い将来（平成29年度）に取り壊すことが決定している。

※稲⽥団地は，都市計画法上市街化調整区域に指定されているため
賃貸を⽬的とする建物の新築は出来ない。新築する場合は帯広市と協
議が必要。

敷地⾯積：22,936㎡
建物概要：建築年 1964年〜1968年，経年 48〜52年，構造・階数 B1，棟数 34棟
建物⾯積：2,815㎡
⼾ 数：53⼾（内訳：保管庫として使⽤ 5⼾，職員宿舎利⽤ 48⼾，H28廃⽌ 15⼾）
⼊居⼾数：17⼾（2017年2⽉現在，⼊居率 32％）
※１⼾当たり宿舎料 4,300〜6,060円， 駐⾞場料⾦ 2,412円
※補強ブロック造の法定耐⽤年数 38年

都市計画道路拡張に伴う支障宿舎

CMP2006
宿舎ゾーン計画地
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職員宿舎の現状について（⼤空団地宿舎）
• ⼤空団地宿舎について

⼤空団地宿舎はS57年に合同宿舎として建設され，⼤学法
⼈化時に国より出資承継されたものである。
建物は築後34年以上経過し，⽼朽化が著しく建物性能上

（断熱性，⽴地条件等）の問題があり，経年とともに⼊居率
も徐々に低下し，現在は58%となっている状況である。
建物は，改修整備により機能を改善することが考えられるが，
多額な改修費⽤及び維持費が必要となり，たとえ現在の⼊居
率が改善しても，宿舎費収⼊だけでは費⽤の回収は不可能であ
り，費⽤の⼤部分を⼤学が負担しなければならない。
今後，⼤空宿舎施設を保有・維持するためには，⼾数の適正
化や利⽤率改善のための⽤途の変更等を含めた新たな施策が
必要であり，将来的には，職員宿舎を縮⼩または廃⽌・売却に
より処分し，⼤学主要団地である稲⽥団地に集約することを含め
た検討が必要である。

敷地⾯積：3,956㎡
建物概要：建築年 1982年，経年 34年，構造・階数 R3，棟数 2棟
建物⾯積：1,974㎡
⼾ 数：24⼾
⼊居⼾数：14⼾（2017年2⽉現在，⼊居率 58％）
※１⼾当たり宿舎料 13,520円， 駐⾞場料⾦ 2,412円
※鉄筋コンクリート造の法定耐⽤年数 47年

帯広畜産⼤学

約3.5km

※南側の国家公務員合同宿舎（3棟）は国の宿舎縮減計
画により，廃⽌・売却
（H28に2棟，H29に1棟を廃⽌・売却）

（参考）
・ H28⼊札（公⽰：H27.11.6 開札：H28.1.7）

⼊札参加者 2者
（宅地 4,907.76㎡，建物 2,650.54㎡，落札価格

13,800,000円，売却先業種 建設業）
現在，2棟は売却先業者により改修され，賃貸住宅とし

て運⽤されている。

５

市営住宅

職員宿舎

合同宿舎



職員宿舎の現状について 【財務状況等】

• 稲⽥団地
宿舎料収⼊： 3,547,104円（駐⾞場貸付費含む）
宿舎修繕費： ▲500,000円（過去5年平均）
固定資産税： ▲1,084,042円（2014年実績）

• ⼤空団地
宿舎料収⼊： 2,494,532円（駐⾞場貸付費含む）
宿舎修繕費： ▲600,000円（過去5年平均）
通勤⼿当等： ▲312,000円（概算）
固定資産税：▲1,203,508円（2014年実績）

※公租公課：⼤学が所有する不動産について固定資産税等は⾮課税となっているが，職員宿舎は課税対象となっている。

資産価格
⼟地 27,500,000円 1,199円／㎡（2004年鑑定時⾦額）
建物 185円（台帳価格，附属設備等含む）

資産価格
⼟地 51,000,000円 12,893 円／㎡（2004年鑑定時⾦額）
建物 39,505,536円（台帳価格，附属設備等含む）

■ 年間収⽀
2,342,086円／年 （収⼊計 6,041,636円 － ⽀出計 3,699,550円）

■ 上記以外の職員宿舎による現在の⼤学経営への影響
10,044,000円／年 （住居⼿当の削減年額 27,000円（最⼤負担額）×31⼈分×12ヶ⽉）

６



職員宿舎の現状について（⼊居率低下の要因）

⼊居する ⼊居しない

稲⽥団地

⼊居する ⼊居しない

⼤空団地
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本学職員の住宅事情について

職員宿舎,
62⼈,
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H26年度

○本学職員の住宅状況について

法⼈化当初のH16年度と10年後のH26年度を⽐較した場合，持ち家の⽐率双⽅
約50%となっているが，借家（住宅⼿当受給者）数は10ポイント増加し，その分職
員宿舎⼊居者が減少している。
住宅⼿当⽀給額は180％と増加している。また，1⼈当たりの⽀給額は144%の増

加となっている。
要因として，⽀給者数の増加（職員宿舎から賃貸物件への移⾏）及び賃貸物件の

居住⾯積増加，新しい物件への居住環境の向上を⽬的とした住宅への移⾏，⼿当
額の改定が考えられる。
通勤⼿当については，112%となっており，多少の増加が⾒られる。
参考として⼿当⽀給者の93%以上⾃動⾞通勤である。

※持ち家数
全職員数（再雇⽤，⾮常勤職員を除く）－住宅⼿当⽀給者数－職員宿舎⼊居者数

13,093,800 

23,570,147 

7,986,418 
8,987,208 

17,049 24,552 
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住宅⼿当 通勤⼿当

住居⼿当年額 通勤⼿当年額

住居⼿当平均⽉額 通勤⼿当平均⽉額

⼿当1⼈当
たり⽉額

円／⼈・⽉
⼿当年額
円／年

□ 単⾝赴任者数
H16 14⼈（単⾝赴任⼿当年額 6,398,000円）
H26 12⼈（単⾝赴任⼿当年額 8,987,208円）

８



職員宿舎⼊居者の現況について

単⾝, 29⼈, 
83%

世帯(2名),
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世帯(3名以上),
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世帯内訳

常勤教員,
20⼈,
57%

常勤職員,
8⼈, 23%

⾮常勤教員等, 
7⼈, 20%

宿舎使⽤者内訳

稲⽥団地は，古くから⼊居している教員が多くを占め，⼊居期間が⻑くなっている
傾向が⾒られる。また，快適ではない住環境でも敷地内にある利便性を重視してい
る。近年は，教員，職員の採⽤時に検討するが⼊居しない状況にあり，新規に⼊
居する者は，新たな特任研究員や特任助教など若⼿研究者が多く，在任期間や
研究期間の満期に退去するサイクルが⾒られる。
⼤空団地は，転居が予定されている転⼊者が多くを占め，⽐較的短いサイクルで

⼊退去がなされている。このことから数年で異動することを前提とした暫定的な⼊居と
して利⽤されている状況にある。
近年，⼊退去のサイクルが短い理由として，新規採⽤決定から⼊居するまでの期

間が短いこと，他県等からの異動等により地理的条件や地域性を把握していないこ
と等，⺠間住宅での敷⾦・礼⾦が無く，使⽤料⾦が安価であるため，赴任してから
⽣活基盤が安定するまでの間，⼀次的に⼊居していることがあげられる。
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職員宿舎の必要性及び⼤学保有の検討

▪ 職員宿舎の必要性

職員宿舎は，⼤学職員の福利厚⽣（⽣活⽀援），新規採⽤教職
員の円滑な住⼾確保，緊急対応教職員の住居確保等により必要とされ
ていたが，⼤学周辺の住宅状況の向上，職員宿舎の⽼朽化，⽣活
⽔準の向上等により，職員宿舎の⼊居率は低下し，今までの施設利
⽤状況から勘案すると，今後もさらに⼊居率が低下することはさけられ
ない状況である。
資産の有効利⽤の観点から，⼤学が職員宿舎として維持することは難

しい状況と判断するが，現状では，最⼩限の維持費にて運⽤しているた
め，収⽀ついてはプラスとなっている。今後，⽼朽化を改善し，継続して
維持していくためには，⼤規模な改修が必然であり，それに伴う多⼤な
経費が必要となる。
近年，国家公務員宿舎では職員の福利厚⽣を⽬的とする⼊居を認め

ない⽅向へと移⾏し，業務上必要と考える職員の⼊居のみに選定する
ことにより，⼾数の適正化を実施している。また，他⼤学においても宿舎
の設置⽬的の⾒直しを⾏い，保有しない⼜は保有⼾数を必要最⼩限に
することを検討・実施している。
上記の状況及び有効利⽤の観点から，職員宿舎の必要性はなくなり
つつあり，今後は設置⽬的を⾒直し，需要に応じた⼾数の確保が⼤
学経営上必要である。

⼤学職員の福利厚⽣

緊急対応教職員

職員宿舎必要要因

職員宿舎

教職員の確保

志望動機
（安価な家賃，通勤に便利）

円滑な住居確保
（採⽤者，異動者）
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職員宿舎の必要性及び⼤学保有の検討

▪ 職員宿舎保有の検討

前述のとおり，職員宿舎の必要性はほぼなくなりつつある状況であり，
今後，⼤学の経営戦略上真に必要と判断される場合のみ保有すべき
と考えられる。
職員宿舎保有の理由としては，教職員採⽤時における優秀な⼈材
を確保するための福利厚⽣や他⼤学からの出向者及び短期招聘研
究者の住居確保が考えられる。
これらの理由にて職員宿舎を保有する場合，新たな財源を確保した

上で新築⼜は改修し，家賃設定を⺠間に⽐べ安価に設定しなくてはな
らず，宿舎料収⼊のみで運営する事は不可能と考える。
また，緊急対応教職員の住居確保が考えられるが，⼤学近隣の住

宅にて対応できるものと考えられる。
上記から，職員宿舎の⼤学保有については，多⼤な財政負担が必

要となるため，⼤学の保有とせず，必要であれば最⼩限の⼾数を⺠
間からの借り上げにて対応することが有利とおもわれる。
今後，職員の福利厚⽣において社会的情勢等が変化し，経営戦略

により職員宿舎を新築する際には，多額な経費が必要となるため，その
際には⼤空宿舎を早期に廃⽌し，稲⽥団地に設置する等の効率化を
おこない，財政負担を少なくすることが必要である。

職員宿舎
（借上）

経営戦略

緊急対応教職員

職員宿舎保有しなければならない理由

職員宿舎
（保有）

優秀な⼈材の確保

出向者・短期研究者の
住居確保

若⼿研究者の
⽣活⽀援

必要？

1１

赴任における早期⽣活基盤安定



本学が職員宿舎を保有する場合の財政負担シミュレーション

本学が職員宿舎を保有した場合，今後の維持管理等に係る財政負担額を15年間及び30年間で算出。
15年間シミュレーション 年平均額 20,296,000円 （214,440,000円＋ 90,000,000円）／15年
30年間シミュレーション 年平均額 15,872,633円 （213,307,000円＋262,872,000円）／30年

▪ 稲⽥団地職員宿舎
⽀出
（修繕費 500,000円／年 ＋ 固定資産税 1,000,000円／年）× 15年 ＋ 改修費 1,164㎡×210,000円 ＝ 266,940,000円
（修繕費 500,000円／年 ＋ 固定資産税 1,000,000円／年）× 30年 ＋ 改修費 1,164㎡×210,000円 + 維持費 29,167,000円 ＝ 318,607,000円

収⼊（現在の⼊居率で推移した場合）
宿舎費（駐⾞場料⾦含む）3,500,000円／年 × 15年 ＝ 52,500,000円
宿舎費（駐⾞場料⾦含む）3,500,000円／年 × 30年 ＝ 105,000,000円

⽀出－収⼊
15年 214,440,000円の負担 30年 213,307,000円の負担

▪ ⼤空団地職員宿舎
⽀出
（修繕費 600,000円／年 ＋ 固定資産税 1,200,000円／年）× 15年 ＋ 維持費 31,200,000円 ＝ 58,200,000円
（修繕費 600,000円／年 ＋ 固定資産税 1,200,000円／年）× 30年 ＋ 改修費 1,974㎡×128,000円 + 維持費 31,200,000円 ＝ 337,872,000円

収⼊（現在の⼊居率で推移した場合）
宿舎費（駐⾞場料⾦含む）2,500,000円／年 × 15年 ＝ 37,500,000円
宿舎費（駐⾞場料⾦含む）2,500,000円／年 × 30年 ＝ 75,000,000円

⽀出－収⼊
15年 90,000,000円の負担 30年 262,872,000円の負担

1２



職員宿舎を廃⽌した場合の財政負担シミュレーション

本学が職員宿舎を廃⽌した場合，今後の財政負担額を15年間及び30年間で算出。
15年間シミュレーション 年平均額 15,492,400円 （145,040,000円＋ 87,346,000円）／15年
30年間シミュレーション 年平均額 13,140,200円 （233,780,000円＋160,426,000円）／30年

▪ 稲⽥団地職員宿舎
⽀出

取り壊し費⽤ 2,815㎡×20,000円／㎡ ＝ 56,300,000円
（住居⼿当 17⼾×24,500円 ＋ 通勤⼿当 17⼾×4,500円）×12ヶ⽉×15年 ＝ 88,740,000円
（住居⼿当 17⼾×24,500円 ＋ 通勤⼿当 17⼾×4,500円）×12ヶ⽉×30年 ＝ 177,480,000円

⽀出
15年 145,040,000円の負担 30年 233,780,000円の負担

▪ ⼤空団地職員宿舎
⽀出

取り壊し費⽤ 1,974㎡×20,000円／㎡ ＝ 39,480,000円
（住居⼿当 14⼾×24,500円 ＋ 通勤⼿当 14⼾×4,500円）×12ヶ⽉×15年 ＝ 73,080,000円
（住居⼿当 14⼾×24,500円 ＋ 通勤⼿当 14⼾×4,500円）×12ヶ⽉×30年 ＝ 146,160,000円

収⼊
⼟地売却益 （3,956㎡×13,000円／㎡ － ⼿数料 1,000,000円）／２ ＝ 25,214,000円

⽀出－収⼊
15年 87,346,000円の負担 30年 160,426,000円の負担
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職員宿舎を保有した場合と廃⽌した場合の財政負担シミュレーションを⽐較

■ 保有した場合
15年間収⽀年平均 20,300,000円
30年間収⽀年平均 15,900,000円

■ 廃⽌した場合
15年間収⽀年平均 15,500,000円
30年間収⽀年平均 13,100,000円

15年間及び30年間共に，⼤学の財政負担額は職員宿舎を廃⽌した⽅が，財政
負担が少ない。

財政負担シミュレーション⽐較
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職員宿舎の基本的考え⽅

■ 本学の職員宿舎については，教職員の永続的な福利厚⽣を⽬的とせず，次の者及び⽬的に限定した貸与とする。

① 教員採⽤時における優秀な⼈材を確保するための福利厚⽣
② 新たな事務職員の⽣活⽀援
③ 若⼿研究者，異動官職の⽣活基盤の早期安定

職員宿舎保有の基本⽅針

１．耐⽤年数を超え⽼朽化した稲⽥団地職員宿舎は，今後機能改善は⾏わず，廃⽌し計画的に取り壊す。
（廃⽌した稲⽥団地職員宿舎の代換えとして⼤空団地職員宿舎を使⽤する。）

２．⼤空団地職員宿舎は，当⾯利活⽤し保有するが⼊居率が改善されない場合，職員宿舎⼾数の適正化をおこなう。

３．将来的に⼤学で職員宿舎は保有しないこととし，経営戦略により真に必要とする場合は，⺠間からの借り上げにて対応する。
（職員の福利厚⽣において社会的情勢等が変化した場合は職員宿舎保有について再検討をおこなう。）

稲⽥団地

⼤空団地

・機能改善は⾏わない
・計画的に取り壊し

・⼾数の適正化
・法定耐⽤年数まで使⽤
・将来的に売却検討

経営戦略上，真に必要であ
れば⺠間から借り上げ

宿舎を
保有しない

15

職員宿舎 基本⽅針について



職員宿舎ロードマップ
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稲⽥団地宿舎 廃⽌ロードマップ

稲⽥団地職員宿舎

新規⼊居募集停⽌

H29

H28

第Ⅱ期 空き宿舎取壊し

第Ⅰ期 宿舎取壊し

第Ⅲ期 空き宿舎取壊し

H30

H31

第Ⅳ期 宿舎取壊しH32

第Ⅴ期 宿舎取壊しH33

第Ⅵ期 インフラ撤去H34

1７

・市道に⾯する宿舎を先⾏して取り壊し（H29年廃⽌決定済み）
・空き宿舎を優先的に取り壊し
・宿舎取り壊し１年前に退去要請

※予算状況によっては短縮する可能性あり



稲⽥団地宿舎 廃⽌ロードマップ

年度 棟数 ⼾数 ⾯積 取り壊し単価 取り壊し⾦額 ⼊居
⼾数 備考

Ⅰ H29 10棟 15⼾ 780㎡

18,000円／㎡

14,040千円 3⼾
道路拡張に
伴う補償費
⼀部充当

Ⅱ H30 4棟 8⼾ 396㎡ 7,128千円 0⼾

Ⅲ H31 6棟 7⼾ 421㎡ 7,578千円 0⼾

Ⅳ H32 7棟 12⼾ 624㎡ 11,232千円 7⼾

Ⅴ H33 7棟 11⼾ 594㎡ 10,692千円 7⼾

Ⅵ H34 インフラ撤去 ⼀式 5,630千円

計 34棟 53⼾ 2,815㎡ 56,300千円 17⼾

※取り壊し費⽤については概算⾦額
※⼊居⼾数は，H29年2⽉現在の数値

1８

年次計画表



⼤空団地宿舎 廃⽌ロードマップ

⼤空団地職員宿舎

現状維持
（⼤規模改修は⾏わない）

⼾数：24⼾
建物⾯積：1,974㎡

H40

H28〜

必要⼾数⺠間借上

⼟地⾯積：3,956㎡
棟数：2棟
建物⾯積：1,974㎡

売却検討

廃⽌・売却H42

新規⼊居募集停⽌H39

必要⼾数新築

必要⼾数新築
・建設位置 稲⽥団地
・整備⼿法の検討

or

稲⽥団地宿舎廃⽌後（H34），⼊居率が改
善されない場合（60％以下）は，廃⽌・売却を
前倒しで検討

1９

H41
法定耐⽤年



職員宿舎 ロードマップ
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稲
⽥
団
地
宿
舎

⼤
空
団
地
宿
舎

H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40 H41 H42

募
集
停
⽌

Ⅰ
期
取
壊

Ⅱ
期
取
壊

Ⅲ
期
取
壊

Ⅳ
期
取
壊
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期
取
壊
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・
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却
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却
検
討
開
始

募
集
停
⽌

⼊
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率
チ
ェ
ッ
ク

空き宿舎
取壊

⼊居率が改善
されない場合は
前倒しで検討

現状維持（⼤規模改修は⾏わない）
H41（経年47年 法定耐⽤年数）

必
要
⼾
数
⺠
間
借
上

廃
⽌

必
要
⼾
数
新
築

or



宿舎料 3,540 固定資産税 1,080 宿舎料 2,500 固定資産税 1,200
⼟地売却収⼊ 2,000 修繕費 500 修繕費 600
物件補償費 45,000 取り壊し費⽤ 14,040 通勤⼿当 310

通勤⼿当（5⼾×4,500円×12ヶ⽉） 270
住居⼿当（5⼾×24,500円×12ヶ⽉） 1,470

計 50,540 計 17,360 計 2,500 計 2,110 53,040 19,470 33,570
宿舎料 2,560 固定資産税 800 宿舎料 2,500 固定資産税 1200

修繕費 500 修繕費 600
取り壊し費⽤ 7,100 通勤⼿当 310

計 2,560 計 8,400 計 2,500 計 2,110 5,060 10,510 -5,450
宿舎料 2,560 固定資産税 800 宿舎料 2,500 固定資産税 1200

修繕費 500 修繕費 600
取り壊し費⽤ 7,600 通勤⼿当 310

計 2,560 計 8,900 計 2,500 計 2,110 5,060 11,010 -5,950
宿舎料 1,280 固定資産税 500 宿舎料 2,500 固定資産税 1200

修繕費 300 修繕費 600
取り壊し費⽤ 11,200 通勤⼿当 310
通勤⼿当（12⼾×4,500円×12ヶ⽉） 648
住居⼿当（12⼾×24,500円×12ヶ⽉） 3,528

計 1,280 計 16,176 計 2,500 計 2,110 3,780 18,286 -14,506
宿舎料 640 固定資産税 500 宿舎料 2,500 固定資産税 1,200

修繕費 300 修繕費 600
取り壊し費⽤ 10,700 通勤⼿当 310
通勤⼿当（19⼾×4,500円×12ヶ⽉） 1,026
住居⼿当（19⼾×24,500円×12ヶ⽉） 5,586

計 640 計 18,112 計 2,500 計 2,110 3,140 20,222 -17,082
インフラ撤去 5,600 宿舎料 2,500 固定資産税 1,200
通勤⼿当（19⼾×4,500円×12ヶ⽉） 1,026 修繕費 600
住居⼿当（19⼾×24,500円×12ヶ⽉） 5,586 通勤⼿当 310

計 0 計 12,212 計 2,500 計 2,110 2,500 14,322 -11,822
通勤⼿当（19⼾×4,500円×12ヶ⽉） 1,026 宿舎料 2,500 固定資産税 1,200
住居⼿当（19⼾×24,500円×12ヶ⽉） 5,586 修繕費 600

通勤⼿当 310
計 0 計 6,612 計 2,500 計 2,110 2,500 8,722 -6,222

通勤⼿当（19⼾×4,500円×12ヶ⽉） 1,026 宿舎料 2,500 固定資産税 1,200
住居⼿当（19⼾×24,500円×12ヶ⽉） 5,586 修繕費 600

通勤⼿当 310
計 0 計 6,612 計 2,500 計 2,110 2,500 8,722 -6,222

通勤⼿当（19⼾×4,500円×12ヶ⽉） 1,026 宿舎料 2,500 固定資産税 1,200
住居⼿当（19⼾×24,500円×12ヶ⽉） 5,586 修繕費 600

通勤⼿当 310
計 0 計 6,612 計 2,500 計 2,110 2,500 8,722 -6,222

通勤⼿当（19⼾×4,500円×12ヶ⽉） 1,026 宿舎料 2,500 固定資産税 1,200
住居⼿当（19⼾×24,500円×12ヶ⽉） 5,586 修繕費 600

通勤⼿当 310
計 0 計 6,612 計 2,500 計 2,110 2,500 8,722 -6,222

通勤⼿当（19⼾×4,500円×12ヶ⽉） 1,026 宿舎料 2,500 固定資産税 1,200
住居⼿当（19⼾×24,500円×12ヶ⽉） 5,586 修繕費 600

通勤⼿当 310
計 0 計 6,612 計 2,500 計 2,110 2,500 8,722 -6,222

通勤⼿当（19⼾×4,500円×12ヶ⽉） 1,026 宿舎料 2,500 固定資産税 1,200
住居⼿当（19⼾×24,500円×12ヶ⽉） 5,586 修繕費 600

通勤⼿当 310
計 0 計 6,612 計 2,500 計 2,110 2,500 8,722 -6,222

通勤⼿当（19⼾×4,500円×12ヶ⽉） 1,026 宿舎料 2,500 固定資産税 1,200
住居⼿当（19⼾×24,500円×12ヶ⽉） 5,586 修繕費 600

通勤⼿当 310
計 0 計 6,612 計 2,500 計 2,110 2,500 8,722 -6,222

通勤⼿当（19⼾×4,500円×12ヶ⽉） 1,026 ⼟地処分収⼊ 25,214 取り壊し費⽤ 39,480
住居⼿当（19⼾×24,500円×12ヶ⽉） 5,586 通勤⼿当（14⼾×4,500円×12ヶ⽉） 756

住居⼿当（14⼾×24,500円×12ヶ⽉） 4,116

計 0 計 6,612 計 25,214 計 44,352 25,214 50,964 -25,750
通勤⼿当（19⼾×4,500円×12ヶ⽉） 1,026 通勤⼿当（14⼾×4,500円×12ヶ⽉） 756
住居⼿当（19⼾×24,500円×12ヶ⽉） 5,586 住居⼿当（14⼾×24,500円×12ヶ⽉） 4,116

計 0 計 6,612 計 0 計 4,872 0 11,484 -11,484

職員宿舎　廃⽌ロードマップに基づく収⽀予測　（単位：千円）

設定条件
・⼤空宿舎は廃⽌まで現状の⼊居率で推移するものと仮定
・職員宿舎廃⽌後⼊居者は⺠間賃貸住居に⼊居し，住宅⼿当，通勤⼿当を⽀給
・不動産売却価格は現資産価格を採⽤
・固定資産税は現⾏額を採⽤

収⽀

H41

H42

H43〜

稲⽥宿舎 ⼤空宿舎
収⼊ ⽀出 収⼊ ⽀出

H35

H36

H37

H38

H39

H40

H29

H33

H34

年度 収⼊ ⽀出

H30

H31

H32

年平均費⽤ -9,143 千円／年

30 年間

30年間計 -274,288 千円

15年間計 -102,028 千円

15 年間

年平均費⽤ -6,802 千円／年
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